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筆者の視角 
 
筆者が中国を訪れたのは今回の 2010 年夏季実態調査を含めて 4 回である。北京が 2 回、広東
省南部が 1 回で、今回訪れた安徽省合肥と武漢市、それに西安市が 4 回目である。中国語も出
来ず、広く統計を検討した訳でもなく、中国経済に関する情報を研究ノートに集積する作業も
まだ手をつけていない。中国経済に関する筆者の知識は正に管見というべきである。そして筆
者の中国経済に対する関心は世界経済の中に於ける中国経済の地位を主としている。具体的に
は欧米日という在来の先進国の発展が停滞し、その回復の幅について危惧の念が表明されるこ
とが多い現在、在来先進国経済の回復に対する中国経済の影響度を考えてみようとするもので
ある。従って当然それなりの限界があり、中国経済の現状の把握は極めてラフなものでしかな
い。しかし乏しい知識に基づく判断の誤りを恐れず敢えて言うならば、中国経済の今後の成長
の余地は一般に考えられているよりもかなり大きく、従って現在想定されている以上に拡大す
ることが見込まれる中国国内市場の、在来先進国産業に対する影響は極めて大きいと思われる。
しかし同時に、中国経済の成長と巨大化は素原材料輸入を驚異的に膨張させ、労働力需要の増
大は高齢化の進行による労働力人口の伸び悩みないし減少とあいまって賃金水準を急速且つ大
幅に上昇させるはずである。嘗てイギリスが他国に先駆けて達成した科学技術の進歩と産業革
命によって「世界の工場」となったのに対して、中国は低賃金によって「世界の工場」になっ
たのである。中国経済の急成長に伴い急膨張する輸入代金を賄うべき輸出は、賃金コストの大
幅な上昇によって現在のような好調が何時までも維持される保証は無いと見たほうがよいであ
ろう。とすれば中国の現在の貿易黒字は決して安泰とはいえないと思われる。 
 
中国経済はどこまで伸びるか 
 
中国経済の成長を規定する要因は、労働力供給要因そして需要決定要因としての巨大な人口
と、いま一つは広大な国土である。もちろんそれだけでは成長要因ではない。余剰が全て収奪
される場合(例えば農地改革以前の日本の農村の高率小作料、種子・肥料・農機具などの生産手
段の貸与や購入資金貸し付けの場合の高利、先進国資本の土地独占とモノカルチャー農園経営
における法外な低賃金など)には支配層の巨額の金融資産蓄積(それは国内には投資されず、そ
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の運用はウォール街やシティに委ねられる)と共に経済は永続的に停滞する。しかし現代中国の
場合は一党支配によって一応政治的に安定しているという条件の下で、市場経済の浸透による
一般的な貧富の格差増大と、沿海地域対内陸部及び辺境地域の格差という問題を残すとはいえ、
一人当たりの所得は確実に増大している。また今回訪問した安徽省は内陸部に属するといえよ
うが、古来商業とそれに伴う金融に関しては先進地域であった。しかし鄧小平以後は沿海部の
発展に比較すれば農村地域に止まり、相対的に低所得地域であった。しかし今回の訪問で合肥
地域の急速な発展を目のあたりにして江沢民以後の内陸部開発の急速な進行の一端を見ること
が出来た。中国の一人当たりの国民所得はようやく 5000 ドルのラインを通過しつつあるところ
であろうが、同時にそれは消費財需要の急拡大のスタートラインを通過したことでもある。日
本経済は 1950 年代及び 60 年代に農村地域からの労働力供給によりながらもそれ以上の労働力
需要の急拡大により賃金は急上昇した。一人当たり可処分所得の増大、耐久消費財を中心とす
る消費財の生産と消費の爆発的な増加、それを支える素材産業の発展と輸送手段の整備によっ
て高度成長を達成した。中国経済は正に高度成長期にあり、日本経済の昭和 30 年代に相当する
のではないかと思われるが、人口と国土を考慮すればまだ成長の初期であり、今後の発展の余
地はきわめて大きいと思われる。(日本経済が成長を終了し停滞期に入るのは 1970 年台後半以
降である。） 
中国の経済成長が今後どのくらいの余力を持っているかをいくつかの産業或いは商品につい
て検討してみよう。素材産業は毛沢東建国後早くから力を入れた部門でもあり、鄧小平以後の
建設ラッシュに伴って鉄鋼・セメントは早くから世界一の生産量に達している。粗鋼生産高は
おそらく 6 億トンのレベルに達していると思われるが、これが今後どの位伸びるかを考える場
合に最も参考になるのは日本であろう。高度成長期は産業材料とエネルギー多消費経済でもあ
るが、1 億数千万トンのキャパシティと生産を経験した後、日本の鉄鋼は国内需要 6－7 千万ト
ン、輸出 3－4 千万トン、合計 1 億―1 億 1 千万トンの線で落ち着いている。この計数は成長期
を終了して巡航速度に入った経済の標準的な生産と消費のパターンを示していると見ても大き
な誤りは無いと思われる。とすれば人口 1 人当たり国内消費は約 600 キロである。中国は 13
億人であるから国内消費は約 8 億トンで落ち着くと見ることが出来る。しかし近代工業国とし
て急発進してから巡航速度に落ち着くまでは、各国の例を見てもかなりの鉄鋼投入量を必要と
するのが普通であり、内需のピークは 10 億トンに達しても不思議ではない。これに対して輸出
は例えば日本は自動車用高級鋼板で高い競争力を持っており、中国製品にはそれほど高品質鋼
材は無いから輸出は限界的であり、単純に比較することは出来ない。しかし以上を見ると中国
の鉄鋼生産が現在の水準に止まるものではなく、大幅に増大する余地を持っていると見ること
が出来る。 
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素材産業で高成長期、建設ラッシュ期の特徴をよく表しているのはセメントであろう。日本
では成長期の内需(セメントは価格と比較して重量物なので一般的には輸出商品ではない)は鉄
鋼とほぼ同量であったが、現在では約 3 千万トン台、一人当たり 350 キロの生産と消費に縮小
している。これに対して中国は 2009 年に 16 億 5 千万トン、2010 年には年央に年率で 20 億ト
ンを生産している。一人当たりにして 1600 キロでありこの計数はほぼピークに近いものである
かも知れない。 
石油はエネルギー源であると同時にオレフィン系および芳香族炭化水素源として産業素材で
ある。日本はピークで約 2 億 5 千万トンの原油を輸入したが、エネルギー・素材多消費型経済
を脱し、また原油価格の高騰に対抗して世界一の省エネ国となって大幅に原油輸入量は減少し
た。最近の計数をみると 2008 年に 1 億 6 千万キロリットル、2009 年に 7 千 5 百万キロリット
ルと変動が激しいが、大凡 1 億キロリットル、1 人当たり 1 キロリットルの輸入=石油製品生産・
消費量で落ち着くと見てもよいであろう。これに対して中国は仮に日本並みのエネルギー効率
(数年前までは日本の 5 倍という非効率国であった)を達成したとしても 1 人当たり 1 キロリッ
トルを消費すれば 13 億キロリットルの消費量となる。現在中国の原油生産量は 2 億キロリット
ル足らずであるから 11 億キロリットルの原油の輸入が必要となる。筆者が 5－6 年前に私的に
北京を訪問した時、快晴の筈にもかかわらず空は暗かった。前回中国社会科学院との合同研究
会で北京を訪問した際、空はかなり明るくなっていたが、胡同を見学に行った時使用されてい
ない筈の練炭が軒下に屋根に達する高さに積み上げられているのを見た。すなわち大都市でさ
え家庭用エネルギーの転換が終わっていないのであった。将来非化石エネルギー源への転換や、
大量に存在する石炭資源の発電への使用などが進むと考えられることもあり、予測は困難であ
るが原油の輸入量が大幅に増大することは間違いの無い所であろう。先の尖閣諸島事件も石
油・天然ガス資源の確保に狂奔する中国政府がおかした軍事・外交上のエラーと考えることも
出来るのではないか。 
素材とエネルギー以外では自動車と電気・電子工業が中心となるが、自動車は既に年産千 8
百万台の線に達した。大都市の渋滞を見て 2 千万台が限度と考える見方もあろうが、日本が熱
狂的なモータリゼーション期を脱した現在、乗用車の国内需要が年 5－6 百万台で落ち着くと思
われることを思えば、それを中国との人口比で膨らませると 6－7 千万台となる。先進諸国も渋
滞問題を道路の整備・地下鉄の建設等で解決しながら自動車工業を発展させてきたことを思え
ば、また品質の向上に伴い輸出が増加するであろうことを思えば、中国の自動車生産はまだ大
幅に増大すると見たほうがよいと思われる。 
耐久消費財としての電気・電子機器の生産量は既に世界一の線に達している。そして東南アジ
ア諸国やインドの生産拡大を予想すれば中国の今後の生産拡大は予想し難い。またこれと並んで、
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労働集約的産業としての縫製加工を中心とする繊維川下産業や雑貨工業は、賃金の高騰によって
工場の海外移転が予想され、生産量の増大は制約されることも考えられる。しかも中間層・富裕
層の形成と増加は外国産高級品の需要を増大させるから、輸入の大幅増加さえあり得る。 
最後に文明のバロメーターと言われる紙を取り上げてみよう。中国は繊維製品・家電製品・
雑貨の世界最大の生産・輸出国であるから梱包材料としての板紙の生産・消費量は極めて大き
い。しかし板紙以外の紙の消費量は極めて少ない。すなわち低賃金に基づく輸出と低所得=低生
活水準と言う中国経済の別の表現である。筆者が王子製紙 OB に依頼して入手した資料によれ
ば、2 千年の時点で中国の紙消費量は僅か 25 キログラムに過ぎない。現在倍増していると言っ
ても 50 キログラム台である。2 千年の日本の消費量は 250 キロ、アメリカに至っては 5 百キロ
を消費している。仮に生活水準の上昇に伴って 2 百キロまで増大すると予想しても現在の 4 倍
の生産=消費量となる。 
 
今後どのような問題が予想されるか 
 
いくつかの産業をピックアップして検討して見た訳であるが、中国に於ける生産と需要の量は、
需要が「有効需要」になるか否かは別として、今後なお極めて大きく増大する可能性があると言
うことが出来る。国民の可処分所得の上昇余地はかなり大きい。したがって消費者側、需要側の
ファクターから見る限り中国の生産と消費は今後尚数倍に膨張する可能性を持っている。言い換
えれば中国経済の高成長は今後尚しばらくの間持続する可能性が大であるということである。 
このことは米・欧・日という在来先進国経済に巨大な市場を提供して現在の停滞状況を打破
する可能性を与えるものであり、その他のいわゆる新興国の発展と共に世界経済を新たな発展
段階に導くものと言うことが出来る。筆者はこの点で世界経済の前途に関して楽観説に立つも
のであるが、同時に新興国とりわけ中国のような巨大な人口を擁する国は大きな制約要因もあ
ることを見逃すことが出来ない。その制約要因とは素原材料を中心とした輸入の急速な膨張・
巨大化である。 
現在中国では食料品を中心とした商品も、資産ストックとしての不動産も著しい価格の高騰
に見舞われ、人民銀行は金利と預金準備率を引き上げて金融引き締め政策を強化している。こ
の様な価格上昇の要因は国際価格の高騰もあるが、商品価格上昇の根底には中国の国民の生活
水準の向上による需要増がある。これに対して不動産価格の上昇は金融的要因によるものとす
る見解が支配的であるようである。直接的には多額の対米貿易黒字という人民元高要因を、ド
ル買い・人民元売りの介入によって消去しようとする結果、巨額の人民元資金が民間セクター
に供給されるからである。さらにこのような不自然なドル高・人民元安は何れ早期に解消する
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と予想するのが自然であるから、運用機会を追求している巨額のファンド資金がドル売り・人
民元買いに走るのも当然である。もちろんこれに対しても人民銀行はドルを買い向かい、人民
元を供給することになる。しかもこれらの人民元の市中放出に対して人民銀行は手形等の売り
オペによる不胎化政策を取ってこなかったから、必然的に市中銀行の過剰準備が膨張し、銀行
は貸し出し対象を求めて不動産購入資金を貸し出し、不動産バブルが発生することになる。 
しかしこの現象はいわば短期的要因による価格上昇であり、2010 年後半から 2011 年にかけ
て実施されつつある人民銀行の金融引き締め政策と、中国政府の対米妥協=人民元高の容認によ
り、かなりの程度消去されるのではないかと思われる。しかし中国を襲っているインフレは右
に挙げた短期要因によるものに止まらず、長期的・基本的要因による商品価格の高騰がある。
それは政策によってその作用を除去することが困難なものである。それは中国の世界経済の中
で突出した経済成長であり、世界経済がこれまで経験したことの無い巨大な産業素原材料と食
糧・飼料用農産物の消費増大である。しかも各国の巨大化した銀行は貸し出し難に悩み、また
巨大な金融資産を保有する機関(機関投資家)は資産の運用難に悩んでいる。これらの、信用創
造によって生まれる資金であろうと金融資産残高として既に累積されている資金であろうとを
問わず、貸し出し難、運用難に悩む資金はヘッジファンドを通じて投機市場に流入する。上場
商品の現物の需要が趨勢的には膨張することが確実視されるときには商品先物市場投機はほと
んど確実な勝利を買い方に与える。農産物・原油・非鉄金属等の上場商品は長期的に尚相当幅
の価格上昇を予想される。 
現在中国の大銀行も大企業も殆ど国有企業である。それを基礎として中国政府はかなりの程度
に価格統制を行っており、国際商品価格の高騰がそのまま国内物価に反映されるわけではない。
しかし輸入素原材料価格の高騰をいつまでも吸収しきれる筈はなく何れは国内価格に転嫁せざ
るを得なくなる。そして輸入価格の上昇と輸入数量の増大の相乗効果によって、輸入金額すなわ
ち対外支払い金額は驚異的に増大する可能性が高い。現在既にいくつかの商品について、世界最
大の生産国であり且つ輸出国でもあった中国が、世界最大の輸入国となっている。消費量増大=
輸入量増大は中国の国内生産量を圧倒しつつある。従ってその経済運営に対する負荷は、嘗て産
業素原材料の 100 パーセント輸入依存という条件の下に経済再建と高度成長を遂行した日本経済
の場合と殆ど変わりは無く、むしろ大きいとも言える。しかも中国の場合、所得の格差の増大が
日本より大きく、富裕層の急速な増大によって製品輸入が予想以上に膨らむ可能性もある。 
 
輸出の今後について 
 
さて 2010 年の中国の貿易状況は、輸入が 1 兆 3948 億ドル、輸出が 1 兆 5779 億ドルで貿易収
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支は 1831 億ドルの黒字であった。そして外貨準備すなわち政府の外貨保有高は 2 兆 8473 億ド
ルである。問題は、現在の 1 兆 4 千億ドルよりも倍増、事によると 3 倍増するかもしれない年々
の対外支払い額を賄う為に、現在の 1 兆 5 千 8 百億ドルの対外受け取りをどうやって増やして
ゆくかである。成長が開始された以上、国民の生活水準の向上=輸入の増大は避けることは出来
ない。対外支払いを確保する為には輸出の維持増大は必須の条件である。対外支払いを支弁す
るだけの輸出が無ければその差額を賄うだけの貿易外受け取りや対外投資収入が必要である。
しかしそれには限度があることは、この二つに依存した 19 世紀末以降のイギリスの例を見ても
明らかである。また 1950 年代以降 1965 年に貿易収支の均衡を獲得するまで、日本経済は幾度
と無く財政支出の削減・支出の先送り、金融引き締めにより国内総需要を縮小して輸入を減ら
し、輸出にドライブをかけた。人為的に不況を作り出したのであった。当時この景気抑制政策
を実行する名目は「景気の過熱」であった。しかし当時産業と景気の調査に携わっていた筆者
には、景気は過熱しているとは思えなかった。日本経済の成長力が輸出競争力の増大と衝突し、
成長が輸出の増加を数年に一度追い越すだけのことと理解された。 
この日本経済の過去を振り返れば、中国経済も仮に輸出の継続的な、そして大幅な増大が無
ければ、数年に一度は成長の政策的な抑制を実行せざるを得ないことになることが理解される
であろう。中国にとっては諸物資の一人当たり消費量は現在の先進国の水準に到達することは
不可能になる。一方在来の先進国も国際物価の大幅な高騰により素原材料輸入の削減、一人当
たり消費量の削減政策を実行せざるを得なくなる。 
さてそれでは中国の輸出の将来を規定する条件は具体的には何であろうか。第一は賃金の上
昇である。先にも述べたように中国が世界の工場たり得ているのは何よりも低賃金による超低
コストのお蔭である。中国の成長は国内市場の飛躍的拡大と同時に、国際競争力の低下を齎す
ことは間違いの無いところである。しかも一人っ子政策の結果高齢化の進行、労働力人口の減
少と言うマイナス要因もある。既に生産拠点の中国から東南アジア諸国やインドへの移転が始
まっている。この趨勢を逆転させる為には品質の向上、生産性の上昇によるコストの低下によっ
て輸出競争力の回復を図るより他はないがそれは容易ではないであろう。輸出を輸入の増大と
同一ないしそれ以上のテンポで増加させるのは困難であろう。とすれば中国経済は周期的に一
定時点に至るや急ブレーキが踏まれることになろう。世界経済は中国の成長によって大きな恩
恵を受けると同時に、周期的に中国から不況圧力を受けることになる。しかも中国経済の大き
さから言って、その振幅はきわめて大きいものになるのではないであろうか。各国の経済運営
に当たってはこれに対する十分な用意が必要であろう。 
